大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金交付要綱

（目的）
第１条　府は、医療機関のナースステーション、処置室及びカンファレンスルームの整備を行うなど、看護職員の勤務環境を改善することにより、看護職員の定着促進を図るため、予算の定めるところにより、大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和45年大阪府規則第85号。以下「規則」という。）及び地域医療介護総合確保基金管理運営要領（平成26年９月12日付け医政発0912第５号各都道府県知事あて厚生労働省医政局長通知別紙）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助事業）
第２条　補助対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、医療法（昭和23年法律第205号）第７条の規定に基づき許可を受けた府内の病院のうち別表の第１欄に定める病院においてナースステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルームの拡張など看護職員の勤務環境の改善を図る事業をいう。ただし、次の条件を満たす場合に限る。
（１）看護業務見直し改善検討委員会等を設置し、申し送り時間の改善や省力化機器の導入等看護業務の改善に積極的に取り組んでいること。
（２）院内研修等独自に離職防止対策を実施していること。

（補助対象事業者）
第３条　この補助金の交付の対象となる事業者は、次のとおりとする。
（１）社会福祉法人（ただし、社会福祉法人恩賜財団済生会は除く。）
（２）国家公務員共済組合及びその連合会
（３）健康保険組合及びその連合会
（４）学校法人及び国立大学法人
（５）医療法人
（６）一般・公益社団法人
（７）一般・公益財団法人
（８）宗教法人
（９）独立行政法人
（10）個人
（11）株式会社
ただし、他に本補助事業と同様の趣旨を含む補助金、負担金、交付金等を受けている場合は、補助対象外とする。

（補助対象経費）
第４条　補助基準額、対象経費、補助率は、別表のとおりとする。

（補助対象外経費）
第５条　次に掲げる費用については、補助対象外とする。
（１）土地の取得又は整地に要する費用
（２）ナースステーション、処置室及びカンファレンスルーム以外の施設の整備に要する費用
（３）設計その他工事に伴う事務に要する費用
（４）その他整備費として適当と認められない費用

（補助金交付額の算定方法）
第６条　この補助金の交付額は、次により算出された額の範囲内とする。ただし、施設ごとに算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
（１）別表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の支出予定額とを比較して少ない方の額を選定する。
（２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。
（３）（２）により選定された額に別表の第３欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。

（補助金の交付の申請）
第７条　規則第４条第１項による申請は、次に掲げる書類を知事が定める日までに提出することにより行わなければならない。
（1） 大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金交付申請書（様式第１号）
（2） 要件確認申立書（様式第１号の２）
（3） 暴力団等審査情報（様式第１号の３）
（4） その他知事が必要と認める書類

（経費配分の軽微な変更等）
第８条　規則第６条第１項第１号の規定による知事の定める軽微な変更は、２以上の事業費目に係る配分額のいずれか20パーセント以内で配分額の流用を行うとする場合の変更とする。
２　規則第６条第１項第２号の規定による知事の定める軽微な変更は、補助事業に要する経費の予算総額の20パーセント以内の増減を伴う事業内容の変更で、規模、構造又は規格は違っても、同等の機能を果たすと認められる場合とする。 
３　規則第６条第１項第１号、第２号及び第３号に規定する知事の承認を受けようとする場合は、大阪府看護師勤務環境改善施設整備事業（経費配分変更・内容変更・中止（廃止））承認申請書（様式第２号）に関連書類を添付して、知事に提出しなければならない。

（交付の条件）
第９条　規則第６条第２項の規定により附する条件は、次に掲げる条件とする。
（１）補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
（２）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について明らかにした証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後10年間保管しておかなければならない。
（３）補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄附金等の資金の提供を受けてはならない。
（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が30万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数を経過するまでの間、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。
（５）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分することにより収入があった場合は、その収入の全部又は一部を府に納付しなければならない。
（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。
（７）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第３号）により速やかに知事に報告しなければならない。ただし、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の支部、支社、支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売り上げ割合等の申告内容に基づき報告を行うこととする。
　　また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部は府に納付しなければならない。
（８）補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付する等府が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。
(９) 補助事業に係る書類について、知事の求めに応じてその職員に閲覧させ、又は開示しなければならない。

（申請の取下げ）
第10条　補助金の交付の申請をした者は、規則第７条の規定による通知を受領した日から起算して10日以内に限り、当該補助金の交付の申請を取り下げることができる。
２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、なかったものとみなす。

（実績報告）
第11条　規則第12条の規定による報告は、大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金実績報告書（様式第４号）に関係書類を添付して、補助事業の完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認を受けた日）の翌日から起算して30日以内の日又は補助事業の完了した日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに行わなければならない。

（補助金の交付）
第12条　知事は、規則第13条の規定による補助金の額の確定の後、当該補助金を交付する。ただし、知事は、補助事業の円滑な遂行を図るため必要があると認めるときは、規則第５条に規定する補助金の交付の決定した額の全部又は一部を概算払いにより交付する。
２　前項ただし書きの規定による補助金の交付を受けようとする補助事業者は、大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金交付請求書（様式第５号）に関係書類を添付して、知事に提出しなければならない。

（検査）
第13条　知事は、補助金の適正な執行を図るため、必要と認めた時は補助事業者に対して、報告又は関係書類の提出を求め、又はその職員に補助事業者の事務所、施設等に立ち入り、帳簿、書類その他の物件等を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（その他）
第14条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別途定める。

　附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成13年12月14日から施行し、平成13年４月　１日から適用する。
　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成14年３月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱による改正前の要綱で定める様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、この要綱による改正後の要綱で定める様式により作成した用紙として使用することができる。
　附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成14年11月１日から施行し、平成14年４月１日から適用する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成16年２月25日から施行し、平成15年４月１日から適用する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成16年11月１日から施行し、平成16年４月１日から適用する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成27年２月６日から施行し、平成26年12月24日から適用する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、令和3年9月15日から施行し、令和3年4月1日から適用する。
附　則
（施行期日）
　　この要綱は、令和7年7月7日から施行し、令和7年7月7日から適用する。


別表
	１対象病院
	２補助基準
	３対象経費
	４補助率

	次のいずれかに該当すること。

（1） 医療法第７条の規
定により許可を受けた病床数が200床未満の病院

（２）医療法第７条の規
定により許可を受けた病床数のうち精神病床が80％以上を占める病院

（３）患者のうち65歳以上の者の占める割合が60％以上の病院

　

	（１）基準額
次に掲げる基準面積に以下の基準単価（実建築単価がこれを下まわる場合は実単価。）を乗じて得た額
	１㎡あたりの単価
　（基準単価）

	111,930円



（２）基準面積
看護単位×50㎡
（実工事面積が基準面積を下まわる場合は実工事面積。）
	ナースステーション、処置室及びカンファレンスルームの新築、増改築、改修に要する工事費又は工事請負費
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